
基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

2,070

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

不具合発生件数の内修繕を完了した件数

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

装備品の不具合発生件数

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

消防局

装備係

評価対象年度  平成 23年度

780117
事　務
事業名 総務課

担 当 部
消防装備等整備事業

事 務 事 業 評 価 表

政策名

事務事業
コード

9

項 1

施策名

基本事業名 1

1

4

ア

会計

コード

款

目

関連計画

7,531

7,531

そ の 他

当 初 予 算 額

補正及び流用

県 支 出 金

地 方 債

7,398

0決
算
額

予 算 合 計 6,555

0

支 出 合 計

予
算
額

一 般 財 源

（誰、何を
 対象にしているのか）

0

0

139

7,537

国 庫 補 助 金

2,100

6,555

（実績） （見込）

10

10 15

26 25

5061

（実績）
24年度

（実績）
22年度

主
な
活
動

92

23年度

137

件

消防組織法において、「消防は、その施設及び人員を活用して、国民の生命、身体及び財産を火
災から保護するとともに、水火災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害による被害を軽減
するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行うことを任務とする」と規定されている。
本事業では、災害等が発生した際に消防隊員が現場活動で必要となる装備品の整備を図るもので
ある。

装備品とは：
消防士が現場活動において使用する無線機、空気呼吸器、酸素ボンベ、空気ボンベ、ガス検知

器、防火服、活動服、消防用ホース等をいう。

（実績）

イ

ウ

装備品の購入数

24

22年度 25年度23年度

14 10

（見込）

140

23年度

平成23年度実績

24年度
（実績）

平成24年度計画

25年度

前年度と同様

131

単年度のみ

快適で魅力あるまちづくり

事業
期間

一般会計

32

防災対策の推進 64-0119

常備消防費

単年度繰返 （開始年度

防災関連施設の整備

780117

根拠法令・
条例等

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

消防費

消防費

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

1

内 線 番 号

年度～）予
算
科
目

消防組織法、消防力の整備指針

4502

）期間限定複数年度（

 ③ 対 　象
25年度

消防局が保有する装備品数

（見込）

2,004

消防装備品の購入・修繕・点検等

 ① 手　段　（事務事業の概要）

（見込）

50

ア 消防局が保有する装備品

イ

件

件

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

装備品を適正な備品へ更新する

ア

（見込）
24年度

装備品を常時適正な状態に管理
する

イ

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位

不具合発生件数の内更新した装備品件数

イ 装備品を常時適正な状態に戻す

ウ

25年度23年度

25

（見込）

1516

10

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

件

件

22年度

装備品の保守点検件数 件

単位

必要な施設や資機材が整う。

単位

 ④ 対象指標

89

（見込）

（見込）

2,039

140

24年度

22年度

（実績）

（実績） （実績）

消防力整備指針の達成率 ％ 89 89

 ⑧ 上位成果指標

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

（２）事業費

消防組織法に基づき昭和32年の旧国分市消
防本部発足時から開始しており、旧消防組合
を経て現在に至っている。

年間の救急件数については、５年前と比較して300件
程度増加している状況である。また、消防用の装備品
については、年々改良や軽量化が図られており、より
安全で的確な活動が可能なものに改善されている。

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③



財務シート ＜一般用＞

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

7,537 千円

第１回

139

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳7,398 千円

第４回

平
成 補 正 及 び 流 用

　　

23

第３回

第５回

7,531 6,555 6,555

　　

第６回

第７回

流　用

7,531

国

県

地 方 債

6,5557,531 6,555

補助率

財
源
内
訳

計

国

県

7,531

そ の 他

一 般 財 源

　　

千円

過 疎 債

合 併 特 例 債

辺 地 債

7,531 7,531 6,555 6,555

5,1006,139 6,139 5,100

1,045 1,045 1,105 1,105

1,1051,045 1,045 1,105

350347 347 350

消防装備等整備事業
事務事業

コード
事　務
事業名

担 当 部 消防局

担 当 課 総務課

単位：千円

1 報 酬

2 給 料

780117

12 役 務 費

燃 料 費

修 繕 料

11 需 用 費

9 旅 費

8 報 償 費

食 料 費

4 共 済 費

7 賃 金

広 告 料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

3 職 員 手 当 等

通 信 運 搬 費

10 交 際 費

14 使用料及び賃借料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

15 工 事 請 負 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

18 備 品 購 入 費

21 貸 付 金

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

計

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計

347 347 350 350

139

参加費等の事業実施のための収入説明



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

対象・意図の妥当性

向上余地がある

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

成果の向上余地

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

現状維持・継続

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

目的再設定　

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

効率性改善（コスト削減）　

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

事業費の削減余地

B
 

有
効
性
評
価 ■ 他に手段がない

■

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

廃止・休止の成果への影響

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

確実、的確な消防業務を遂行するためには不可欠な事業である。
成果の向上を確実なものにするため定期更新、定期点検の確実な実施が必要であ
る。

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

いつ、どこで災害、事故等の緊急事態が発生するか分からな
い。緊急時には１１９番通報により消防吏員が市内どこの現場
にも駆けつけて活動を行うことになり、公平性は保たれている。
受益者が広く市民全員となることから、受益者負担を求める事
業には該当しない。

装備品については、耐用年数を超過すると性能等が低下し、的
確な現場活動に支障をきたすことが懸念されるが、更新すること
により改善できることから、成果向上余地はある。

事務事業を廃止・休止した場合には、老朽化した装備品で消防
活動を行うことから十分な活動が行えず、市民の生命・身体及
び財産の保護等を安全で迅速かつ的確に行えないこととなるた
め、廃止・休止は不可能である。

事業に要する人件費については、少人数で仕様書の作成、業
者選定・入札、契約事務、納品までの確認・検査等を行ってお
り削減・節約はできない。
専門性を要する事務事業であることから正職員以外の職員や
委託では不可能である。

円滑な消防活動を行うためには、装備品の点検・修
繕・購入は必要不可欠であり、この事務事業以外の
方法・類似事業はない。

装備品については、消防活動用として開発された特殊な製品
が多く、購入費の削減は難しい状況である。また、同じ種類の
製品でもグレードを高めることで成果が向上するが、成果が向
上すればコストも上がる結果になる。

☐

削減余地がある

☐ 影響がない

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

消防局
総務課

担 当 部
担 当 課

☐ 見直す必要がある　

見直す必要がある　

事　務
事業名

事務事業
コード

780117

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

消防装備等整備事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
消防組織法で市町村の消防に関する責任が規定されており、
この事業を本市で実施する責務がある 。

迅速で的確な消火・救急・救助活動を行うためには、装備品の
適正な管理が必要であることと、消火・救急・救助措置を必要と
する市民のすべてを対象としていることから、対象・意図は妥当
である。

消防の装備品が適正に管理されたり購入されることは、必要な
施設や資機材が整うことに結びつく。また、老朽化した装備品
に故障や不具合が発生すれば消防活動に支障がある。

結びついている　

☐

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

常時、装備品の適正な維持管理に努め、定期更新、定期点検について確実に実施する
必要がある。

装備品には耐用年数、法定点検等があることから、成果の向
上を図るため、定期更新、定期点検を確実に実施することに
より、緊急出動時への体制整備が図られる。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

③

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

消防組織法に基づき昭和32年の旧国分市消
防本部発足時から開始しており、旧消防組合
を経て現在に至っている。

発足当時に比べ車両台数も多くなっている。また、車
両更新計画に基づき、年次的に車両を更新し、消防
力の整備を図ると共に、適切な維持管理に努めてい
る。

　特になし　特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度 24年度 ①

89

前年度と同様

25年度

（見込）
22年度

（見込）
24年度

（実績）

176車両取扱い者

イ

ウ

 ③ 対 　象

ア 常備消防用として管理する車両

消防費

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

消防職員数

台

人

常備消防用として管理する車両台数

単位

（見込）
24年度

（実績） （実績） （見込）
25年度23年度22年度

適切な管理運行を行う

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

ア

イ

％

件

単位

89 89

0 3

175 180

38

181

39

23年度

38

25年度

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

（実績） （見込）

ア 39

（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

台

22年度

常備消防用として管理する車両

単位
24年度

快適で魅力あるまちづくり

4502

装備係

内 線 番 号防災関連施設の整備

64-0119

消防組織法、消防力の整備指針
目

4

単年度のみ

消防費

事業
期間

一般会計

年度～）単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

32

780120

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

1

コード

予
算
科
目 常備消防費

会計

38

1517 15

6 3

25年度
（見込）（実績） （見込）

）

（見込）
23年度

常備消防において使用する車両の燃料給油、
点検整備、消耗品購入等を行う。

38 38

主
な
活
動

23

（実績）

38

消防組織法において、「消防は、その施設及び人員を活用して、国民の生命、身体及び財産を火
災から保護するとともに、水火災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害による被害を軽減
するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行うことを任務とする」と規定されている。
本事業では、火災及び救急事案等が発生した際に隊員が現場活動において使用する消防・救急
車両の適切な維持管理を行うものである。

（実績）

 ① 手　段　（事務事業の概要）

国 庫 補 助 金

補正及び流用

22年度

件

16,490

16,490

（２）事業費

消防力整備指針の達成率

0

438

17,879

23年度 24年度

予
算
額

（誰、何を
 対象にしているのか）

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

当 初 予 算 額 17,441

必要な施設や資機材が整う。

予 算 合 計

17,846

17,846

0

0

0

1

1政策名

支 出 合 計

一 般 財 源

そ の 他

イ

県 支 出 金

地 方 債決
算
額

消防局

9

項 1

施策名

基本事業名

款

評価対象年度  平成 23年度

780120
事　務
事業名 総務課

担 当 部事務事業
コード

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

常備消防車両管理事業

事 務 事 業 評 価 表

防災対策の推進

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

常備消防車両による事故発生件数

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

常備消防車両の不具合発生件数適切な管理運行を行う



財務シート ＜一般用＞

参加費等の事業実施のための収入説明

千円

438

第５回 　　

438

15,102 15,10215,557 15,557

合計

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

単独 補助単独

24 投資及び出資金

25 積 立 金

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

23 償還金利子・割引料

計

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

保 険 料

12 役 務 費

16 原 材 料 費

15 工 事 請 負 費

14 使用料及び賃借料

修 繕 料

印 刷 製 本 費

13 委 託 料

広 告 料

手 数 料

通 信 運 搬 費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

賃 金

8 報 償 費

11 需 用 費

9 旅 費

1 報 酬

2 給 料

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

10 交 際 費

事務事業
コード

事　務
事業名

966

単位：千円

7

780120 常備消防車両管理事業

966 970 970

担 当 部 消防局

担 当 課 総務課

合計補助

9,077 9,077 9,087 9,087

5,0455,514 5,514 5,045

683871 871 683

683871 871 683

1,418 1,418 705 705

17,846 17,846 16,490 16,490

辺 地 債

過 疎 債

合 併 特 例 債

国

17,846 16,490

県

17,846

そ の 他

一 般 財 源 17,846 16,490

補助率

16,490

16,490

財
源
内
訳

計 17,846

国

県

地 方 債

　　

第６回

第７回

流　用

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳17,441 千円

第４回

平
成 補 正 及 び 流 用

　　

23

第３回

当 初 予 算

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

17,879 千円

第１回



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

常備消防車両の適切な維持管理に努め、これまで以上に操作手順等の徹底を図る。操作方法の誤りなどにより、常備消防車両に不具合が生じな
いよう、操作手順の一層の徹底を図ることにより、緊急出動時
への体制整備が図られる。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

常備消防用として配備している車両は、専用に開発された車両がほとん
どであり、適切な維持管理を行わなければ故障等が発生した際には代替
車両の確保もできないことから、削減余地はない。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

結びついている　

削減余地がある

☐

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
消防組織法で市町村の消防に関する責任が規定されており、
この事業を本市で実施する責務がある 。

迅速で的確な消火・救急・救助活動を行うためには、常備消防
車両を適切に管理する必要性があることから、対象・意図は妥
当である。

常備消防車両が点検整備されるなど適正に管理されることは、
必要な施設や資機材が整うことに結びつく。また、老朽化した車
両に故障や不具合が発生すれば消防業務に支障がある。

☐ 見直す必要がある　

対象・意図の妥当性

事　務
事業名

事務事業
コード

780120

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

常備消防車両管理事業

評価理由

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

成果の向上余地

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

消防局
総務課

担 当 部
担 当 課

☐ 見直す必要がある　

日常的な管理は各車両の配備先で行い、随時の修繕や、定期点検等に
関する連絡調整、契約事務等は本部で対応するなど、効率的に事務処
理を行っている。また、管理する車両は専用に開発されたものであり、専
門性を要する事務であることから、正職員以外の対応や外部委託は不可
能である。

円滑な消防・救急業務を行うためには、関係車両の
適切な維持管理が必要であり、この事務事業以外
に対応できる事業はない。

いつ、どこで火災や救急事案が発生するか分からない。１１９番
通報により、その通報内容に応じた車両が緊急出動する。
受益者は広く市民全員であることから、公平・公正であり受益者
負担を求める事業には該当しない。

受益機会・費用負担の適正化余地

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価

影響がない

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

D
公
平
性
評
価

緊急出動の際に最大の能力を発揮させるためにも、出動時においてはもちろんの
こと、日常の車両管理において運用前、運用後のさらなる十分な点検、車両の性能
維持のための管理、機関員としての自覚を持つためにも職場において車両安全管
理に対する教育の徹底、運転技術の向上における訓練等をこれまで以上に行うこと
で、車両の適正な維持管理に結びつく。

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

■ 他に手段がない

■

☐ 対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

向上余地がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

現状維持・継続

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

廃止・休止の成果への影響

操作方法の誤りなど、人為的ミスによる不具合の発生について
は、操作手順を徹底させることなどにより改善できることから、向
上余地はある。

事務事業を廃止・休止した場合には、点検整備不足の車両で
消火・救急・救助活動を行うことになり、緊急出動の際、突発的
な故障等が発生し、十分な活動が行えない可能性があることか
ら、廃止・休止は不可能である。

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

昭和４０年代より救急科等への入校が始まり、
平成３年からは救急救命士法が施行され、さら
に処置拡大に伴う気管挿管や薬剤投与の資格
取得のため救急救命士を教育機関への入校
が開始された。

高度な救命処置を施せるようになった。

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

（２）事業費

95

58気管挿管認定救命士認定率 ％

イ

43

％

（実績）

（実績）

（実績）

4

22年度

イ

単位

人救命士の数ア

ウ 病院実習を行った人（就業前）

病院実習を行った人（気管挿管）

救急時に早期に救命・救出がなされる。また、救急隊
の適切な処置により住民から安心感をもたれる。 薬剤投与救命士認定率

（見込）

62

55 78

65

2

（実績）

2ア

主
な
活
動

救急救命士育成・救急救命士薬剤投与・気管
挿管実習

平成24年度計画

22年度

2

24年度
単位

（実績）

コード

）

事業
期間

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

 ③ 対 　象  ④ 対象指標

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

研修所に入校した人（救命士養成）

 ① 手　段　（事務事業の概要）

単位
25年度23年度
（見込）

24年度22年度
（見込）

イ

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

4 45

（見込）（見込）

7 9

24年度 25年度

2

（見込）
23年度 25年度

平成23年度実績

40

単年度のみ

年度～）

関連計画

31

4129 39

23年度 24年度

救急救命士育成・気管挿管実習・就業前実習

（実績）

21

2318 27

22年度

3

23年度

2

人

人

単位

人

37

（実績）

31

41

（見込）（実績） （見込）
25年度

5,967

5,854

4,860

4,860

0

0

人

ア

ウ

救急隊員に対する知識や技術を
身に付けさせる。

 ⑦ 結 　果

ア 人

内 線 番 号

期間限定複数年度（

救急救命士

（決算） （予算）

決
算
額

予 算 合 計

当 初 予 算 額

国 庫 補 助 金

予
算
科
目

単年度繰返 （開始年度

1 常備消防費

780114

根拠法令・
条例等

消防法　救急救命士法

一般会計

消防費

4

1

4

款

会計

9

基本事業名 火災・救急・救助活動の推進

5,854

地 方 債

一 般 財 源

（誰、何を
 対象にしているのか）

イ

予
算
額

県 支 出 金

113

0

施策名

支 出 合 計

そ の 他

5,854

0

防災対策の推進

補正及び流用

目

資格取得のために救急救命士養成機関への入校（研修所）
高度な救急処置をするために養成（医療機関）

項 1

快適で魅力あるまちづくり

評価対象年度  平成 23年度

政策名

事務事業
コード

780114
事　務
事業名

担 当 部
救急救命士育成事業

事 務 事 業 評 価 表

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ 総務企画係

消防局

64-0119

総務課

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

気管挿管認定救命士

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

薬剤投与認定救命士

消防費



財務シート ＜一般用＞

3452

113

参加費等の事業実施のための収入説明

52 52 34 34

982 982 721 721

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計合計 単独 補助単独 補助

計

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

保 険 料

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

14 使用料及び賃借料

広 告 料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

手 数 料

3 職 員 手 当 等

通 信 運 搬 費

10 交 際 費

9 旅 費

8 報 償 費

食 料 費

4 共 済 費

12 役 務 費

燃 料 費

修 繕 料

11 需 用 費

7 賃 金

事務事業
コード

事　務
事業名

単位：千円

1 報 酬

2 給 料

担 当 部 消防局

担 当 課 総務課
780114 救急救命士育成事業

52 34

95 95 93 93

9395 95 93

480480 480 480

3,5324,245 4,245 3,532

4,8605,854 5,854 4,860

合 併 特 例 債

辺 地 債

千円

補助率

　　

5,854

そ の 他

一 般 財 源 5,854 4,860

国

県

過 疎 債

4,860

財
源
内
訳

計 5,854

国

県

地 方 債

　　

第６回

第７回

流　用

5,854 4,860 4,860

第４回

平
成 補 正 及 び 流 用

　　

23

第３回

第５回

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳5,854 千円

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

5,967 千円

第１回

113



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
■

　一人でも多く病院実習に行かせたい。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

（他に手段がある場合の事務事業名等）

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

救命率の向上を図るためには救急高度化の推進は不可欠。

専門的教育となり、限定される。

安全、安心のために必要不可欠な事業である。結びついている　

☐

事　務
事業名

事務事業
コード

780114

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

救急救命士育成事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

消防局
総務課

担 当 部
担 当 課

見直す必要がある　

救急救命士資格取得者の採用を積極的におこなっている。

住民に対して高度救急処置が保てない。人命に影響してくる

絶対数が足りない。

消防吏員でなければ運用できない。

早期に養成していくことが急務ではあるが、受け入れ枠も少な
く、経費もかかる。

☐ 見直す必要がある　

☐

削減余地がある

☐

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

霧島市に居住・滞在している者全て対象。

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

事業費の削減余地

B
 

有
効
性
評
価 ■ 他に手段がない

☐

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

影響がない

目的再設定　

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

効率性改善（コスト削減）　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

現状維持・継続

対象・意図の妥当性

向上余地がある

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

成果の向上余地



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

快適で魅力あるまちづくり

評価対象年度  平成 23年度

780116
事　務
事業名

消防職員採用事務事業

事 務 事 業 評 価 表

政策名

（どんな結果に
     結び付けるのか）

救命士採用者数
（消防経験者）

 ⑥ 成果指標

基本事業名

限られた人員で効率的な消防行政を行っていくための適正な採用系列を樹立し、職場の活性化を
図る。

消防費

コード

消防局

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

総務企画係

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

64-0119

総務課

担 当 部事務事業
コード

9

項 1

予
算
科
目

会計

4

1

4施策名

目

火災・救急・救助活動の推進

防災対策の推進

根拠法令・
条例等

常備消防費

780116

事業
期間

一般会計

26

26

そ の 他

当 初 予 算 額

補 正 予 算

県 支 出 金

地 方 債

0

69

一 般 財 源

0決
算
額

予 算 合 計

0

支 出 合 計

（誰、何を
 対象にしているのか）

69

66

66

消防吏員希望者

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

市民ニーズと時代の変化に的確に対応できる
職員を確保するため昭和３２年頃より開始され
た。

0

0国 庫 補 助 金

 ⑤ 意　 図

予
算
額

イ

（対象を
　    　どうしたいのか）

職員１人ひとりの士気の高揚、さらには組織能
力の向上をはかり、質の高い市民サービスを
提供できる組織体制を作る。

（見込）

22年度

6

（見込）

（実績）

176 181

23年度

人

 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

新規採用者（一般）数

主
な
活
動

消防吏員採用試験

消防吏員採用試験

（実績） （見込）
24年度

人

単位

人材を育成していくことにより、市
民の生命身体が守られる。

条例定数

人

22年度

10

23年度

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度 24年度 ① ②

6

25年度

70 70

（実績）

10

74

2

（見込）

5

5

関連計画

消防組織法　　消防力の整備指針

4502

期間限定複数年度（

単年度繰返 （開始年度 32

単年度のみ

款

内 線 番 号

（実績）

1

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

消防費

年度～）

）

（見込）
23年度

 ⑦ 結 　果

イ

ウ

7040 70

25年度

単位

（見込）
24年度

（実績） （実績）

人

23年度 24年度

ア

消防吏員希望者 新規採用職員受験者（一般）

救急救命士枠受験者
（消防経験者）

人

ウ

人

単位

新規採用職員受験（救命士枠）申込者
　　　　　　　　　　　　　（消防経験者）

ア

22年度

新規採用職員受験（一般）申込者

 ① 手　段　（事務事業の概要）

イ

人

単位

ア 45

（実績）
 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

94

平成23年度実績

平成24年度計画

22年度 24年度
（実績）

25年度
（見込）（見込）

181ア

この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

（２）事業費

国分隼人地区の人口増で救急件数が増加したことを
踏まえ、職員増に加え、救急隊を増設した。採用条件
に救命士枠を設けることにより、救急隊の資質の向上
につながるものとした。

 ③ 対 　象

ウ

イ

25年度

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③



財務シート ＜一般用＞

第５回 　　

予 算 合 計

　　

　　

第２回

第３回

69 千円

第１回

第４回

平
成 補 正 予 算

　　

23

年
度

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳69 千円

第８回

地 方 債

26 66

　　

第６回

第７回

財
源
内
訳

計 26

国

県

6666

そ の 他

一 般 財 源

補助率
国

県

26 26

6666 66

66

辺 地 債

過 疎 債

合 併 特 例 債

26 26 66

66

66 66 66

3

63

3

63 6320 20 63

36 6 3

3336 6 3

担 当 課 総務課

補助

事　務
事業名

担 当 部

合計

平成23年度　（決算）

単独

消防局

9 旅 費

4 共 済 費

780116 消防職員採用事務事業
事務事業

コード

11 需 用 費

10 交 際 費

給 料

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

単位：千円

7 賃 金

8 報 償 費

1

3 職 員 手 当 等

報 酬

2

公有財産購入費

18

役 務 費

通 信 運 搬 費

修 繕 料

広 告 料

15 工 事 請 負 費

14 使用料及び賃借料

19 負担金補助・交付金

16 原 材 料 費

17

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

12

手 数 料

保 険 料

備 品 購 入 費

13 委 託 料

25 積 立 金

計

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

補助 合計

24 投資及び出資金

20 扶 助 費

23 償還金利子・割引料

合計単独 補助 単独

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

参加費等の事業実施のための収入説明



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
■ 現状維持・継続

目的再設定　

［有効性④の結果］

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

　幅広く募集を行い、人材を確保していくことが最適と考えている。

☐ 見直す必要がある　

■ 他に手段がない

☐

☐ 対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

☐

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

成果の向上余地

人件費（延べ業務時間）の削減余地

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

実施については共通試験であり、競争試験である。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

類似事業がないため他に手段がない。

削減余地がある

事業費の削減余地

☐

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

効率性改善（コスト削減）　

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価

影響がない

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

採用枠を見直し、幅広く多くの人材に募集することで受験者が
増えている

限られた人員で効率的な消防行政を行っていくための適正な
採用系列の樹立ができずまた、職場も活性化されず市民の生
命身体を守ることができない。

年１度の統一試験にあわせて実施している。消防吏員の試験は
面接、身体検査、体力試験を実施するので、１次、２次試験が
必要である。

D
公
平
性
評
価

事務事業
コード

780116

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

対象・意図の妥当性

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

担 当 部
担 当 課

☐ 見直す必要がある　

消防職員採用事務事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

結びついている　

事　務
事業名

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

公平・公正な事業であるためにも削減余地はない。

消防局
総務課

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

市民の生命、身体を守るため、市が行うことが妥当である。

時代のニーズに答え、状況に応じた条件を設け募集する必要
があるが、幅広く人材を確保するために採用枠を別に設け、募
集することはしない。

（他に手段がある場合の事務事業名等）類似事業との統廃合・連携の可能性

職員１人ひとりの士気の高揚、組織能力の向上をはかり、質の
高い市民サービスを提供できる組織体制を作ることで、人材を
育成し、市民の生命身体が守られることにつながる。



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

消防学校専科入校者数

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

消防学校初任科入校者数

消防費

社会情勢の変化や技術の発展に的確に対応するために、消防学校に入校し、住民から期待される
水準を充たす消防活動に係る知識及び技能の習得を図り、もって安全かつ能率的に適切公正な
業務を遂行できるよう資質を高める。

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

消防吏員一般教育研修事業

事 務 事 業 評 価 表

総務課

消防局

評価対象年度  平成 23年度

780119
事　務
事業名

担 当 部

支 出 合 計

そ の 他

4,582

4,582

0

事務事業
コード

9

項 1

4

施策名

基本事業名

予
算
科
目

コード

款

780119

会計

消防費

一般会計

政策名

火災・救急・救助活動の推進

1 根拠法令・
条例等

常備消防費

内 線 番 号

32単年度繰返 （開始年度

1

4

快適で魅力あるまちづくり

事業
期間

単年度のみ

防災対策の推進

総務企画係

期間限定複数年度（

消防に関する知識と技術を習得する。

決
算
額

予 算 合 計

当 初 予 算 額

補正及び流用

県 支 出 金

地 方 債

（誰、何を
 対象にしているのか）

イ

消防吏員

災害時に早期に救命・救出がなされ
る。

ア

 ⑤ 意　 図

イ
専科教育を受けることで各種災害に対応する
最新の高度な知識、技術を習得する。

ウ

 ⑦ 結 　果

0

0

予
算
額

一 般 財 源

0

5,936

5,936

4,870

4,870

1

410

12

35

11

0

（見込）

1 11

23年度

（見込）

12

1

1226

1

5

（見込）（実績）

11 0

14

1

39 26

数

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

24年度

主
な
活
動

・消防学校→初級幹部科、初任科（2期）、救
急科、警防実務研修、予防査察科 、救助科

ア 消防学校

 ① 手　段　（事務事業の概要）

年度～）

4502

目

単位

1

（実績）
22年度

1

（実績）

（見込）

）

10

数

（実績）

4

1

単位

（どんな結果に
     結び付けるのか）

（対象を
　    　どうしたいのか）

人

人

64-0119

・消防学校→中級幹部科、初任科（2期）、救
急科、警防実務研修 、救助科、操法審査員
研修、火災調査科

・消防大学校→救助科

消防吏員 消防大学校専科希望数

消防学校専科希望数

イ

ウ

消防大学校

数

専科教育を受けることで各種災害に対応する
最新の高度な知識、技術を習得する。

消防学校初任教育希望数 数

ウ

数

32

100

46 24

国 庫 補 助 金

教育希望 人

単位
25年度23年度
（見込）

22年度

消防大学校専科入校者数

ア

0

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

消防吏員

 ③ 対 　象

ア

イ

昭和３０年代より職員の教養及び資質の
向上を図るために開始された。

人 4

23年度 24年度
単位

22年度
（実績） （実績）

11

23年度 25年度

22年度

25年度
（見込）（見込）

11

24年度

24年度
（見込）（実績） （実績）

25年度

平成23年度実績

平成24年度計画

104入校者数 ％ 100

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

（２）事業費

（決算） （予算）
各種災害に対応する最新の高度な知識や技術
の習得等、職員の資質の向上を求められてい
る。

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③



財務シート ＜一般用＞

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

5,936 千円

第１回

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳5,936 千円平
成 補 正 及 び 流 用

　　

23

第３回

第４回

　　

第６回

第７回

流　用

4,870

4,870

国

県

4,870

補助率

財
源
内
訳

計 4,582

国

県

地 方 債

4,582

そ の 他

一 般 財 源 4,582

4,582 4,870

辺 地 債

過 疎 債

合 併 特 例 債

4,5824,582 4,8704,870

1,355 1,355 1,895 1,895

平成25年度　（見込）

合計

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 消防局

担 当 課

7 賃 金

4 共 済 費

単位：千円

総務課
780119 消防吏員一般教育研修事業

補助

平成24年度　（当初予算）

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

通 信 運 搬 費

10 交 際 費

9 旅 費

11 需 用 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

12 役 務 費

8 報 償 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

備 品 購 入 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

14 使用料及び賃借料

扶 助 費

21

24 投資及び出資金

貸 付 金

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

25 積 立 金

19 負担金補助・交付金

20

28 繰 出 金

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23

単独

計

償還金利子・割引料

26 寄 附 金

単独 補助 合計

3,227 3,227 2,975 2,975

参加費等の事業実施のための収入説明

第５回 　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
■ 現状維持・継続

目的再設定　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

成果の向上余地

負担金、出張旅費等の予算、勤務体制による配置人員に応じ
て研修を受けているため、成果指標を向上させる余地はない。

各種災害に対し、消防職員が適切に対応していくには知識の
向上が必要であり、研修は重要である。

学校教育として必要必修期間が定められている。

事業の性質上、不可能である。

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価 ■

受益機会・費用負担の適正化余地D
公
平
性
評
価

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

学校派遣教育のため適正である。

削減余地がある

☐ 影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

効率性改善（コスト削減）　

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐ 見直す必要がある　

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

他に手段がない

☐

☐

消防局
総務課

担 当 部
担 当 課

☐ 見直す必要がある　

事　務
事業名

事務事業
コード

780119

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

消防吏員一般教育研修事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
消防に関する知識と技術を習得ものであり、市が行うことが妥当
である。

業務の推進上、適切である。

消防に関する知識と技術を習得することにより、火災の被害が
軽減され、救急時に早期に救命・救出がなされる。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・継続して入校することにより、消防の知識と技術の練磨に努められ、霧島市民の安心
安全の原動力となっていかなければならない。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

研修機関先は消防学校・消防大学校と限定される。



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

消防年報を配布した部数

消防費

基本事業名

事 務 事 業 評 価 表

快適で魅力あるまちづくり

評価対象年度  平成 23年度

780118
事　務
事業名

消防年報作成事業

政策名

事務事業
コード

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ 総務企画係

総務課

64-0119

消防局担 当 部

61

61

1

780118

根拠法令・
条例等

 一般財源

0

施策名

9

項 1

一般会計

消防費

款

5

4 防災対策の推進

市関係部局及び関係団体へ配布
全国消防長会予防委員会があったため例年
より配布数が増えた。

予
算
科
目

単年度繰返 （開始年度

関連計画

会計 単年度のみ

1

不明）

目

決
算
額

 予算合計

 当初予算額

 県支出金

 地方債

 支出合計

 その他

予
算
額

1

50

1

50

1

イ

40 40

23年度 24年度

 ⑦ 結 　果

イ

（実績）

ウ

消防体制、災害発生状況、消防
活動状況を知ってもらう

25年度

24年度

単位

単位

 補正予算額

 国庫補助金

61

61

0

（決算）

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

関係団体

イ

ウ

防災に関心をもってもらい安心して暮らせる町づくりをめざすために、消防業務に関する火災、救急
などの出動件数等や予算関係などの事項を集録した消防年報を作成し、消防行政の仕組みを各
関係団体（行政視察・〈総務委員〉）に配布している。
＊各関係者が研修視察等で来庁する上で参考にする資料の中では消防年報がすべての用件が
わかっているので重要視される。

主
な
活
動

40

コード

4502

期間限定複数年度（

事業
期間

防災知識の普及啓発 内 線 番 号

常備消防費

25年度

）

市関係部局及び関係団体へ配布

24年度23年度

平成23年度実績

平成24年度計画

 ① 手　段　（事務事業の概要）

（見込）

（実績）

1

50

22年度

4040

35部

（実績）

22年度

（実績）

 ⑤ 意　 図
（対象を
　    　どうしたいのか）

ア

22年度 25年度23年度 24年度

（見込）（実績）

40

（見込）（見込）

単位

100冊

（見込）
23年度 25年度

ア

22年度
（実績）

枚

 ② 活動指標 （事務事業の活動量） 単位

年報作成部数（ＣＤ－Ｒ）

イ

 ③ 対 　象  ④ 対象指標

関係団体数 団体

ウ

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

年報作成部数（冊子）

（誰、何を
 対象にしているのか）

ア

0

61

％

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

（２）事業費

消防業務に関する諸般の事項を集録し、今後
の参考にするとともに、消防事情を広く一般に
紹介し、理解と協力を深めてもらうため発行し
た。市民の生命身体を守ることは消防組織法
第１条の目的でもある。

0

ア

（見込）（見込）

35

防災に対する正しい理解を深め
対応力を高める。

防災に対する意識向上がなされた市民の割
合

（実績）

（実績） （見込）

7579.6 73

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度 24年度 ①
（予算）

61

0

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

特になし



財務シート ＜一般用＞

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

61 千円

第１回 （６月）
23

　　

第３回

第４回

（９月）

平
成

61 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

61

一 般 財 源 61

合 併 特 例 債

財
源
内
訳

計 61

国

県

地 方 債

6161

補助率

辺 地 債

過 疎 債

61

国

県

61

そ の 他

6161

61

参加費等の事業実施のための収入説明

6161

6161 61 61 61 61

61 61 6161 61 61

61

担 当 部

単独

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

消防局

旅 費

報 償 費

担 当 課 総務課

単独 補助

消防年報作成事業
事　務
事業名

単位：千円

1

3

10

9

8

消 耗 品 費

7 賃 金

通 信 運 搬 費

光 熱 水 費

事務事業
コード

2

4 共 済 費

12 役 務 費

780118

報 酬

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

印 刷 製 本 費

給 料

職 員 手 当 等

交 際 費

11 需 用 費

備 品 購 入 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

15

17

14 使用料及び賃借料

16

工 事 請 負 費

23 償還金利子・割引料

計

25 積 立 金

28 繰 出 金

投資及び出資金24

26 寄 附 金

27 公 課 費

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

19

公有財産購入費

18

負担金補助・交付金

原 材 料 費

補助 合計合計

61 61 61 61 61

　　第８回

　　

第６回

第７回

第５回 　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
■

☐ 影響がない

対象・意図の妥当性

☐

年報は消防局の概要、災害等の状況を把握する上で重要であ
り、火災等を軽減する意味合いからも休止や廃止はできない。

意図を見直す必要がある

成果の向上余地

必要に応じて配布しているため成果指標を向上させる余地はな
い。

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

目的再設定　

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

事業統合・連携　

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

B
 

有
効
性
評
価 ■ 他に手段がない

☐

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

消防局の概要や災害等の特殊な情報である為、他
機関との連携は考えられない。

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

事業費の削減余地

［有効性⑥の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

人件費（延べ業務時間）の削減余地

効率性改善（コスト削減）　

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

向上余地がある

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

D
公
平
性
評
価

消防年報を作成することにより、消防業務に関する火災、救急などの出動件数等や
予算関係など今後の参考にすることができ、また消防行政の仕組みを各関係団体
（行政視察・〈総務委員〉）に配布することにより、防災に関心をもってもらい安心して
暮らせる町づくりをめざすことができた。

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

一部の市民（受益者）への配布ではなく、消防関係機関の配布
であるため受益機会は公平である。

受益機会・費用負担の適正化余地

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

消防局
総務課

担 当 部
担 当 課

☐ 見直す必要がある　

☐ 見直す必要がある　

対象を見直す必要がある

事　務
事業名

事務事業
コード

780118

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

消防年報作成事業

評価理由

政策体系との整合性

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
消防業務に関する各種統計等を集録するものであり、市が行う
ことは妥当である。

以前は各消防本部にも配布していたが年々予算が削られ対象
者も追加はできない。行政視察者に対しても把握できず限定は
できない。

消防体制、災害発生状況、消防活動状況を認知してもらうこと
により消防体制、災害発生状況、消防活動状況を知ってもらう。

結びついている　

各課各署所からの情報を総務課で取りまとめ原稿作成を行うこ
とで事務事業に係る業務時間を削減している。

削減余地がある

各課各署所からの情報を総務課で取りまとめ原稿作成を行って
おり、費用も印刷製本のみの最低限度の事業費である。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・年報を作成することにより、消防局の統計をもとに市民に対し、防災意識の高揚を図
り、安心安全な町づくりをめざす。

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

有効性改善（成果向上）　
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